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LINE Pay 株式会社との業務提携に関するお知らせ 

 

当社は、平成 28 年７月 19 日開催の取締役会において、LINE Pay 株式会社（本社東京都渋谷区 代表取締役

社長 舛田 淳 以下「LINE Pay 社」という）との間で業務提携を行うこと（以下「本提携」という）を決議し、

本日付で LINE Pay 社との間で合意に達しましたのでお知らせいたします。 

 

記 

１．本提携の理由 

当社は、「食文化の発展に情報システムで貢献する」ことを事業ポリシーとして、外食業界に特化した基幹

業務システムの ASP による提供から、あらゆる業態に対応できるパッケージ型の総合基幹業務システムである

｢飲食店経営管理システム(R)｣の販売、飲食店店舗にて利用する PC-POS システム、オーダーエントリーシステ

ム(当社製品名：オーダーショット)の自社企画のシステム機器の開発・販売及び周辺サービスの提供までをワ

ンストップで行っております。 

一方、LINE Pay 社は、LINE 株式会社（本社 東京都渋谷区 代表取締役社長 出澤 剛）が提供するコミュニ

ケーションアプリ「LINE」を通じて、ユーザー間での送金や、提携サービス・店舗での決済を簡単・便利に行

うことができるモバイル送金・決済サービスを展開しております。 

本提携により、当社の事業基盤、外食基幹業務ノウハウ等の強みを活用しながら、LINE Pay 社が提供する決

済サービスの推進を行うことで、利便性向上による商品力の強化と、外食業界における決済加盟店の拡大を見

込んでおり、効率的な営業協力と、相互の企業価値向上を図るものであります。 

 

２．本提携の内容 

・外食業界における LINE Pay 決済店舗拡大のための営業協力 

当社が提供する PC-POS「FOODα5000」につきましては、平成 28 年４月 28 日にリリースを行っているとお

り、すでに「LINE Pay」の QR コード/バーコード決済機能を搭載しており、東京都渋谷区にある LINE 本社内

の従業員用の飲食施設で「FOODα5000」と「LINE Pay」の QR コード、バーコードによる決済の稼働を試験的

に始めております。 

当社が ASP による基幹業務サービスを提供している店舗数はおよそ 7,000 店舗、｢飲食店経営管理システム

(R)｣の累計販売店舗数は、18,000 店舗となっております。「LINE」の国内登録者数は 6,800 万人以上で、幅広

い年代層に利用されていることから、「FOODα5000」における決済手段の増加による利便性の向上と、飲食店

に対する LINE ユーザーの送客機会の創出を訴求することにより、「FOODα5000」の販売強化と、既存顧客に対

する「LINE Pay」の QR コード/バーコード決済の利用促進を行ってまいります。 

 

 



３．本提携先の概要 

(１)   名   称 LINE Pay 株式会社 

(２)   所 在 地 東京都渋谷区渋谷 2-21-1 渋谷ヒカリエ 27 階 

(３)  代表者の役職・氏名 代表取締役社長 舛田 淳（LINE 株式会社 取締役 CSMO） 

(４)   資 本 金 1 億 5000 万円 

(５)  設 立 年 月 日 2014 年 5 月 9日 

(６)   主な事業内容 電子マネーその他の電子的価値情報及び前払式支払手段の発行、販売並びに

管理、電子決済システムの提供及び資金移動業 

(７)  大株主及び持株比率 LINE 株式会社 100％ 

(８) 上場会社と当該会社 

との関係 

資 本 関 係 記載すべき資本関係はありません 

人 的 関 係 記載すべき人的関係はありません 

取 引 関 係 記載すべき取引関係はありません 

関連当事者への

該 当 状 況

当社の関連当事者には該当しません。また、当該会社の関

係者及び関係会社は、当社の関連当事者には該当しませ

ん。 

  

４．日程 

業務提携契約締結日 平成 28 年 7月 19 日 

 

５．今後の見通し 

 本提携が当社業績に与える影響は現時点では軽微ではございますが、将来にわたり当社業績向上に資する

業務提携と考えております。今後、業績に重大な影響を与えることが明らかになった場合は、速やかに開示

いたします。 

 

 

以上 


